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■文献調査リスト■■文献調査リスト文献調査リスト

1. 「平成16年度 企業が求める人材の能力等に関する調査」（厚生労働省、平成17年6月）

2. 「生涯学習に関する世論調査」（内閣府大臣官房広報室、平成17年5月調査）

3. 「平成16年度 能力開発基本調査」（厚生労働省、平成17年3月）

4. 「平成16年度 若年者の就職能力に関する実態調査」（厚生労働省、平成17年3月）

5. 「次世代人材育成に向けての産業界の対応のあり方に関する研究報告書」（（財）企業活力研究会、平成17年3月）

6. 「企業の求める人材像についてのアンケート調査」（2004年11月、日本経団連教育問題委員会。日本経団連会員企業684社回答）

7. 「企業の採用と教育に関するアンケート調査」（2004年2月、経済同友会。経済同友会会員所属企業244社回答）

8. 「平成15年度 人材ニーズ調査」（経済産業省、平成16年3月）

9. 「企業が若年者に対して求める能力要件に関する調査研究」（厚生労働省、平成16年3月）

10. 「平成15年度 日本版デュアルシステムを通じた若年人材育成に係る調査」（厚生労働省、平成16年3月）

11. 「職業能力の新たな方向性を探る研究会－転職力を探る－」（雇用・能力開発機構、平成15年3月）

12. 「キャリア形成のための職務能力に関する調査」（雇用・能力開発機構、高業績者270人アンケート調査）

13. 「企業における教育訓練経歴と研修ニーズに関する調査」（日本労働研究機構、平成10年9月）
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■まとめ■まとめ

４．国や自治体、企業などに期待する就職支援サービス（12ページ）
インターネットで就職に役立つ知識やスキルを学べる仕組みの構築
（50.6％）
無料の若者向け実践的職業訓練の実施（43.1％）
求人ニーズの掘り起こし（35.1％）
カウンセリングからインターンシップ、研修等まで一貫したサービスの
提供（35.1％）

（企業活力研究所「次世代人材育成に向けての産業界の対応のあり方
に関する研究報告書」）

３．自己啓発にあたっての問題点（11ページ）
企業に勤めている人の指摘する自己啓発にあたっての問題点は「忙
しくて自己啓発の余裕がない」、「費用がかかりすぎる」が多い
年齢別に全体との比較で見ると24歳以下、25～34歳では「やるべきこ
とがわからない」が多い
（厚生労働省「平成１６年度能力開発基本調査」）

４．自己啓発の目的（９ページ）
自己啓発の目的は全般的に「必要な知識・能力を身につけるため」
が最も多く、ついで「将来の仕事やキャリアアップに備えて」、「資格取
得のため」が続く
年齢別に全体との比較でみると、「必要な知識・能力を身につけるた
め」をあげるのは45～54歳で多く、「キャリアアップに備えて」をあげる
のは44歳以下で多い。
そして「退職後に備えるため」をあげるのは55歳以上で多い。

（厚生労働省「平成１６年度能力開発基本調査」）

３．生涯学習をしている理由（８ページ）
この一年間に生涯学習をしたことがある人について、その学習の理
由は「趣味を豊かにするため」、「他の人との親睦を深めたり、友人を
得るため」、「健康・体力づくりのため」が多く、「現在の仕事や将来の
就職・転職に役立てるため」は１７．６％の回答と多くない

（内閣府大臣官房広報室「生涯学習に関する世論調査」）

２．自己啓発・職業生活設計の際に不足している情報（10ページ）
自己啓発等の際に不足している情報は「能力を習得したあとの
処遇についての情報」が多く、「企業外の教育訓練、自己啓発に
関する情報」、「各職業に必要な能力・技術・資格・キャリアルート
についての情報」が多く挙げられている
年齢別にみると、24歳以下については「各職業に必要な能力・
技術・資格・キャリアルートについての情報」が、55歳以上につい
ては「企業外の教育訓練、自己啓発に関する情報」が多く挙げら
れている（厚生労働省「平成１６年度能力開発基本調査」）

１．企業に対する研修関連の要望（大企業ホワイトカラー）
現在の仕事に直結した職能別研修の充実（３８％）
個人のニーズを反映した研修（３０％）
自己啓発への金銭的援助の強化（２４％）
自己啓発への時間的配慮（２４％）

（日本労働研究機構「企業における教育訓練経歴と研修ニーズに
関する調査」）
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２．研修、学習活動への参加状況（大企業ホワイトカラー）
最近２年間で社内研修参加６割、社外研修参加５割、通信教育
参加４割、自主的な勉強会・研究会参加４割

（日本労働研究機構「企業における教育訓練経歴と研修ニーズに
関する調査」）

１．この一年間の生涯学習の実施状況（７ページ）
この一年間の生涯学習の実施状況は、「健康・スポーツ」を挙げ
た人が２２．１％、「趣味的なもの」が１８．９％であり、「職業上必
要な知識・技能」は８．９％程度
男女別には、「趣味的なもの」を挙げた人は女性で、「パソコン・
インターネットに関すること」を挙げた人は男性で多い

（内閣府大臣官房広報室「生涯学習に関する世論調査」）
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■まとめ(つづき)■まとめ(つづき)

３．転職成功者の指摘する転職成功要因（15ページ）
実務経験に裏付けられた知識・技能・技術・資格（指摘率
39.2％）
即戦力として成果の発揮（52.7 ％）
柔軟な考え方ができること（33.3％）
コミュニケーション力があること（44.3％）
変化に臨機応変に適応できること（38.6％）
自分の立場をわかっていること（33.0％）
誠実であること（42.4％）
（雇用・能力開発機構「職業能力の新たな方向性を探る研究会
－転職力を探る－」）

１．高業績者の能力のバランス（13ページ）
職務を遂行する上での「知識・スキル」と「思考行動特性（コ
ンピテンシー）」の割合は、ほぼ１対１である。
（雇用・能力開発機構「キャリア形成のための職務能力に関
する調査」）
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２．転職成功者の知識スキルとコンピテンシーのバランス（14
ページ）
実務経験に裏付けられた知識・技能・技術・資格の貢献度
約50％
知識・技能・技術・資格以外の、態度・行動特性などの要素
の貢献度 約30％
新たに取得した知識・技能・技術・資格の貢献度 約20％

（雇用・能力開発機構「職業能力の新たな方向性を探る研究
会－転職力を探る－」）



4

■まとめ(つづき)■まとめ(つづき)

５．若年者が身につけていることが必要な能力・知識等（22ペー
ジ）
地場産業、伝統産業分野の組合に対する調査から、入社時点で
身につけていることが必要な能力・知識等として、「ビジネスマ
ナー」、「基礎学力」が多く挙げられている
入社後１～３年のうちに身につけることが必要なものとしては、「ビ
ジネスマナー」、次いで「IT機器の基本的操作能力」、「専門的知
識・能力」が多く挙げられている

（厚生労働省「平成１５年度日本版デュアルシステムを通じた若年
人材育成に係る調査」）

２．新卒採用基準：経済同友会（18ページ）
大学卒、大学院卒、短期大学卒、専修・各種学校卒ともに、最も重
視するものは「熱意・意欲」
次いで、大学卒、大学院卒については 「行動力・実行力」、「協調
性」が続き、短期大学卒、専修・各種学校卒については「協調性」、
「行動力・実行力」と続く。

（経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査」）

４．若年者就職基礎能力の修得と採用可能性（採用に効く要因）
（21ページ）
企業が採用時に重視する能力として、５割の指摘率を超えている
のは重視指摘率の高いものから順に「コミュニケーション能力」「基
礎学力」「責任感」「積極性・外向性」「資格取得」「行動力・実行
力」「ビジネスマナー」である。
高校卒、大学卒とも指摘率の高い順は同じであるが、高校卒で
は全体に比べて「基礎学力」、「責任感」が、大学卒では「積極性・
外向性」、「資格取得」、「行動力・実行力」がやや多く指摘されて
いる。
従業員規模別での特徴は、従業員100人以上の企業では全体に
比べて「資格取得」と「積極性・外向性」を重視している企業が多
い。

（厚生労働省「若年者の就職能力に関する実態調査」）

３．新卒採用基準と生徒・学生の職業指導の際の重視（20ページ）
企業が採用時に重視するものは高校卒、大学卒とも「コミュニケー
ション能力」、「基礎学力」、「責任感」など。
職業指導の一環として重視しているものは、高校の場合は「基礎学
力」、次いで「コミュニケーション能力」、「責任感」など。
大学で重視しているのは、「コミュニケーション能力」、「職業意識・
勤労観」、「自己表現力」など。

（厚生労働省「企業が若年者に対して求める能力要件に関する調査
研究」）

１．新卒採用基準：日本経団連（16ページ）
「相手の意見や質問をきちんと踏まえた上で、自分の意見をわかり
やすく述べることができる」
「新しいものに興味をもち積極的に理解し取り入れようとすることが
できる」
「社会人として将来何をやりたいのか、夢や目標を持っている」
「自ら立てた目標に向けて粘り強く努力した経験を持つ」
「論理的思考力が高い」

（日本経団連「企業の求める人材像についてのアンケート調査」）

④
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■まとめ(つづき)■まとめ(つづき)

２．産業人材育成プログラムのニーズ
「高度産業人材」を育成する教育プログラムのニーズは高い
運営機関は、「教育機関」、「産学協同」という意見が多い
教育手法は、「実務経験」と結びつける必要性があるという意見が
多い

（経済産業省「平成１５年度人材ニーズ調査結果」平成１６年３月）

２．企業が求める人材の基本スキル
誠実さ
顧客志向
継続的学習
１４年度調査と比較すると、プロセス促進、リーダーシップ、支援育
成が強く求められるようになってきている

（厚生労働省「平成１６年度企業が求める人材の能力等に関する調
査」）

１．Ｏｆｆ－ＪＴで利用した教育訓練（教育訓練機関） （24ペー
ジ）
Ｏｆｆ-ＪＴで利用した教育訓練（教育訓練機関）は、「自社内
の施設」、「民間教育訓練機関」、「商工会・商工会議所・
業界団体・協同組合」が多い
従業員規模別に見ると、「自社内の施設」、「民間教育訓
練機関」などは規模の大きい企業ほど利用しており、「商工
会・商工会議所・業界団体・協同組合」は規模の大きい企
業では小規模企業に比べて利用が少ない

（厚生労働省「平成１６年度能力開発基本調査」）

⑥
企
業
内
教
育
訓
練

１．企業の採用担当者の評価基準の３要素（23ページ）
「どうしても当社で働きたいという意欲がある」（Will Do）
「前の会社で成果・実績を出せたか」（Can Do）
「チームや会社に適応できる」（Right Fit）

（雇用・能力開発機構「職業能力の新たな方向性を探る研
究会－転職力を探る－」）
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■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ①学習の状況と目的■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ①学習の状況と目的

この一年間の生涯学習の実施状況は、「健康・スポーツ」を挙げた人が２２．１％、「趣味的なもの」が１８．９％であり、
「職業上必要な知識・技能」は８．９％、「ボランティア活動やそのために必要な知識・技能」は６．２％となっている

男女別には、「趣味的なもの」を挙げた人は女性で、「パソコン・インターネットに関すること」を挙げた人は男性で多い

1.1.この一年間の生涯学習の実施状況この一年間の生涯学習の実施状況

該当者数
したこと
がある

健康・ス
ポーツ

趣味的な
もの

パソコン・
インター
ネットに
関するこ
と

職業上必
要な知
識・技能

家庭生活
に役立つ
技能

教養的な
もの

ボランティ
ア活動や
そのため
に必要な
知識・技
能

育児・教
育

社会問題

自然体験
や生活体
験などの
体験活動

語学 勤労体験 その他

特にそう
いうことは
していな
い

わからな
い

総数 3489 47.7 22.1 18.9 12.0 8.9 7.6 6.6 6.2 5.0 5.0 4.4 3.3 2.1 0.3 51.5 0.8
男性 1597 44.4 20.9 12.5 13.6 11.3 2.1 6.6 4.6 2.6 5.6 3.8 3.0 2.1 0.4 54.7 0.9
女性 1892 50.4 23.2 24.2 10.6 6.9 12.3 6.6 7.5 7.0 4.4 4.9 3.6 2.1 0.3 48.8 0.8
資料：内閣府大臣官房広報室「生涯学習に関する世論調査」平成１７年５月調査

この一年間の生涯学習の実施状況
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■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ①学習の状況と目的（つづき）■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ①学習の状況と目的（つづき）

この一年間に生涯学習をしたことがある人について、その学習の理由は「趣味を豊かにするため」、「他の人との親睦を
深めたり、友人を得るため」、「健康・体力づくりのため」が多く、「現在の仕事や将来の就職・転職に役立てるため」は１
７．６％、「高度な専門的知識を身につけるため」は１６．５％の回答と多くない

男女別には、女性では「趣味を豊かにするため」、「他の人との親睦を深めたり、友人を得るため」が多く、男性では「現
在の仕事や将来の就職・転職に役立てるため」、「高度な専門的知識を身につけるため」が多い

3.3.生涯学習をしている理由生涯学習をしている理由

該当者数
趣味を豊
にするた
め

他の人と
の親睦を
深めた
り、友人
を得るた
め

健康・体
力づくり

自由時間
を有効に
活用する
ため

教養を高
めるため

興味が
あったた
め

老後の人
世を有意
義にする
ため

家庭・日
常生活や
地域をよ
りよくする
ため

現在の仕
事や将来
の就職・
転職に役
立てるた
め

高度な専
門的知識
を身につ
けるため

社会の進
歩に遅れ
たないよ
う、世の
中のこと
を知るた

その他
特に理由
はない

総数 1663 42.0 35.7 35.6 27.5 27.2 26.8 21.8 19.7 17.6 16.5 14.8 1.7 1.0
男性 709 37.4 29.5 35.0 24.3 28.2 24.1 18.9 16.1 20.9 21.7 16.2 1.6 0.8
女性 954 45.5 40.4 36.1 29.9 26.5 28.8 24.0 22.3 15.2 12.7 13.7 1.8 1.2
資料：内閣府大臣官房広報室「生涯学習に関する世論調査」平成１７年５月調査
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■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ①学習の状況と目的（つづき）■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ①学習の状況と目的（つづき）

自己啓発の目的は全般的に「必要な知識・能力を身につけるため」が最も多く、ついで「将来の仕事やキャリアアップに
備えて」、「資格取得のため」が続く。
年齢別に全体との比較でみると、「必要な知識・能力を身につけるため」をあげるのは45～54歳で多く、「キャリアアップ
に備えて」をあげるのは44歳以下で多い。
そして「退職後に備えるため」をあげるのは55歳以上で多い。

4.4.自己啓発の目的自己啓発の目的

総数

必要な知
識・能力
を身につ
けるため

キャリア
アップに
備えて

資格取得
のため

転職や独
立のため

昇進・昇
格に備え

て

退職後に
備えるた

め

配置転
換・出向
に備えて

海外勤務
に備えて

その他

合計 合計 1,261 77.4 37.3 36.7 6.3 5.3 3.4 1.7 1.2 0.7
男性 953 77.9 36.1 35.9 6.0 5.8 2.6 1.7 1.4 0.9
女性 307 76.2 41.0 39.4 7.2 3.9 5.9 2.0 0.7 0.0
２４歳以下 53 73.6 47.2 39.6 7.5 1.9 0.0 1.9 1.9 1.9
２５～３４歳 454 73.3 41.9 45.4 7.3 6.6 2.9 2.2 1.8 0.4
３５～４４歳 364 78.8 40.9 33.8 8.0 6.3 2.5 1.1 1.4 0.8
４５～５４歳 280 83.2 29.6 32.5 3.2 3.9 3.6 1.8 0.4 0.0
５５歳以上 109 77.1 21.1 20.2 3.7 1.8 10.1 1.8 0.0 2.8

性
別

年
齢

自己啓発の目的

0.0

50.0

100.0

％

合計

男性

女性

２４歳以下

２５～３４歳

３５～４４歳

４５～５４歳

５５歳以上

資料：厚生労働省「平成16年度 能力開発基本調査報告書」
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■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ②学習上の問題点と要望■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ②学習上の問題点と要望

自己啓発等の際に不足している情報は「能力を習得したあとの処遇についての情報」が多く、「企業外の教育訓練、自
己啓発に関する情報」、「各職業に必要な能力・技術・資格・キャリアルートについての情報」が多く挙げられている
年齢別にみると、24歳以下については「各職業に必要な能力・技術・資格・キャリアルートについての情報」が、55歳以上
については「企業外の教育訓練、自己啓発に関する情報」が多く挙げられている

2.2.自己啓発・職業生活設計の際に不足している情報自己啓発・職業生活設計の際に不足している情報

総数
能力を習
得した後
の処遇

企業外の
教育訓
練、自己
啓発

各職業に
必要な能
力・技能
等

企業が従
業員に求
める人材
要件

企業内の
教育訓練

各職種の
賃金、労
働時間

キャリア
開発につ
いて相談
できる機

各職業の
内容

各職業の
採用条
件、求
人、就職

その他

特に不足
している
情報はな
い

合計 合計 3,455 30.8 24.1 21.7 19.6 18.8 15.5 15.1 11.7 10.1 1.4 21.2
男性 2,434 31.4 24.3 20.9 20.2 18.7 16.5 13.4 11.5 10.2 1.1 21.9
女性 1,016 29.2 23.3 23.8 18.2 19.0 13.1 19.0 11.9 9.8 2.1 19.7
２４歳以下 214 24.8 17.8 26.6 15.0 15.0 18.7 8.9 15.0 9.3 2.3 22.9
２５～３４歳 1,191 32.7 24.6 23.8 20.5 18.8 17.1 17.7 12.8 12.0 1.4 19.8
３５～４４歳 962 34.0 25.9 21.4 22.1 20.4 15.5 15.5 10.8 9.9 1.2 19.6
４５～５４歳 768 29.8 23.8 21.2 17.7 19.1 13.8 14.5 9.9 7.6 0.9 23.4
５５歳以上 317 20.5 20.8 13.2 16.4 15.1 11.4 9.5 12.0 10.1 2.2 24.9

性
別

年
齢

自己啓発・職業生活設計の際に不足している情報

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

％

合計

男性

女性

２４歳以下

２５～３４歳

３５～４４歳

４５～５４歳

５５歳以上

資料：厚生労働省「平成16年度 能力開発基本調査報告書」
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■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ②学習上の問題点と要望（つづき）■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ②学習上の問題点と要望（つづき）

企業に勤めている人の指摘する自己啓発にあたっての問題点は「忙しくて自己啓発の余裕がない」、「費用がかかりす
ぎる」が多い
年齢別に全体との比較で見ると24歳以下、25～34歳では「やるべきことがわからない」が多い

3.3.自己啓発にあたっての問題点自己啓発にあたっての問題点

総数

忙しくて
自己啓発
の余裕が
ない

費用がか
かりすぎ
る

休暇取
得・早退
等が会社
の都合で
できない

コース受
講や資格
取得の効
果が定か
でない

適当な教
育訓練機
関が見つ
からない

セミナー
等の情報
が得にく
い

自己啓発
の結果が
社内で評
価されな
い

やるべき
ことがわ
からない

その他
特に問題
はない

合計 合計 3,455 42.1 31.7 19.7 19.4 18.0 17.5 16.9 11.9 1.7 11.5
男性 2,434 43.6 31.1 20.0 20.0 17.8 16.4 16.5 10.7 1.8 11.9
女性 1,016 38.5 33.2 18.9 17.6 18.4 20.2 17.8 14.8 1.6 10.4
２４歳以下 214 34.1 19.6 15.9 12.1 14.0 19.6 10.7 22.0 0.5 19.2
２５～３４歳 1,191 42.4 35.0 19.3 19.3 18.6 20.0 16.5 14.8 2.0 11.1
３５～４４歳 962 46.5 31.9 19.4 20.4 19.1 18.4 18.4 9.8 2.1 9.1
４５～５４歳 768 41.0 34.1 22.7 21.9 17.2 14.6 18.4 9.2 1.2 10.4
５５歳以上 317 35.6 20.5 17.0 14.8 17.4 11.0 14.5 7.3 1.9 17.4

性
別

年
齢

自己啓発にあたっての問題点

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

％

合計

男性

女性

２４歳以下

２５～３４歳

３５～４４歳

４５～５４歳

５５歳以上

資料：厚生労働省「平成16年度 能力開発基本調査報告書」
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■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ②学習上の問題点と要望（つづき）■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ②学習上の問題点と要望（つづき）

インターネットで就職に役立つ知識やスキルを学べる仕組みの構築（50.6％）
無料の若者向け実践的職業訓練の実施（43.1％）
求人ニーズの掘り起こし（35.1％）
カウンセリングからインターンシップ、研修等まで一貫したサービスの提供（35.1％）

インターネットで就職に役立つ知識やスキルを
学べる仕組みの構築

無料の若者向け実践的職業訓練の実施

求人ニーズの掘り起こし

カウンセリングからインターンシップ、
研修等まで一貫したサービスの提供

企業説明会の開催

企業での実習機会の提供

キャリア・コンサルティングの重点的実施

就職基礎能力の速成講座の開設

ボランティア的な労働体験機会の提供と
それを証明するジョブパスポートの発行

創業、起業への援助

働く自信を高め、意欲を喚起するような
合宿形式の研修機会

その他

50.6

43.1

35.1

35.1

32.8

32.8

30.5

24.7

21.8

20.7

14.4

2.9

0 10 20 30 40 50 60（%）

資料:「次世代人材育成に向けての産業界の対応のあり方に関する研究報告書」（（財）企業活力研究会、平成17年3月）

（n=300）

国や自治体、企業などに期待する就職支援サービス

4.4.国や自治体、企業などに期待する就職支援サービス国や自治体、企業などに期待する就職支援サービス
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■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ③キャリアを考えるにあたっての能力■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ③キャリアを考えるにあたっての能力

職務を遂行する上での「知識・スキル」と「思考行動特性（コンピテンシー）」の割合は、ほぼ１対１である。

高重要・高該当高重要・高該当

該当状況

重
要
度

（％）

11．チームワーク・連携（情報インフラ構築）

10．情報探求（情報インフラ構築）

9．継続的学習

（情報インフラ構築）

8．業務の精通（組織適応）

7

6．問題解決（本質探求・創造）

4

1．顧客志向（顧客対応）

2．分析的思考（本質探求・創造）

3

5

12

13

14．成果の追求（組織マネジメント）

16
15

17．誠実さ（組織適応）

18

19
2021

22．関係形成（顧客対応）

23

2425

26
27

29．コミュニケーション（自己アピール）

30．プロセス推進

（組織マネジメント）

28

2.7 （平均）

3.13
3.7

35.0

（平均）

14.53

高重要・低該当高重要・低該当

低重要・高該当低重要・高該当

重要な行動特性

コンピテンシー
49.8%

スキル
50.2%

（n=267）

コンピテンシー・スキル割合（全体）

資料:「キャリア形成のための職務能力に関する調査」（雇用・能力開発機構、高業績者270人アンケート調査）

１．１．高業績者のバランス高業績者のバランス
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　調
査
数

1
実
務
経
験
に
裏
付
け
ら

れ
た
知
識
・
技
能
・
技

術
・
資
格

2
新
た
に
取
得
し
た
知

識
・
技
能
・
技
術
・
資
格

3
上
記
以
外
の
、

態
度
・

行
動
特
性
な
ど
の
要
素

総計 783 49.4% 19.3% 31.3%

①＋②（転職成功者・3ヶ月未満） 348 49.3% 18.8% 32.2%

①（転職成功者・3ヶ月未満） 85 49.6% 16.1% 34.2%

②（転職成功者・3ヶ月未満） 263 49.1% 19.3% 31.5%

③（転職成功者・3ヶ月以上） 146 50.5% 20.6% 28.9%

④ 179 50.8% 19.4% 29.8%

⑤ 110 46.2% 20.0% 33.8%

転職成功の要因：テクニカルスキルとそれ以外のバランス

■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ③キャリアを考えるにあたっての能力(つづき)■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ③キャリアを考えるにあたっての能力(つづき)

２．２．転職成功者の知識スキルとコンピテンシーのバランス転職成功者の知識スキルとコンピテンシーのバランス

実務経験に裏付けられた知識・技能・技術・資格の貢献度 約50％
知識・技能・技術・資格以外の、態度・行動特性などの要素の貢献度 約30％
新たに取得した知識・技能・技術・資格の貢献度 約20％

資料：（独） 雇用・能力開発機構 生涯職業能力開発センター 「職業能力の新たな方向性を 探る研究会～転職力を探る～報告書」平成16年3月
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資料：（独） 雇用・能力開発機構 生涯職業能力開発センター 「職業能力の新たな方向性を 探る研究会～転職力を探る～報告書」平成16年3月

実務経験に裏付けられた

知識・技能・技術・資格

（39.2％）

誠実・
適応等

変化対応・
認識等

即戦力として成果の発揮
（52.7 ％）

明確な目標がある
こと（18.9％）

○ 柔軟な考え方がで
きること（33.0％）

新しいことにチャレ
ンジしたり、学習し
たりできること
（29.5％）

当社において仕事
で貢献したいという
意欲があること
（25.5％）

率先性があること
（17.1％）

○ 変化に臨機応変
に対応できる
こと（38.6％）

○ コミュニケーション
力があること
（44.3％）

○ 自分の立場を
わかっている
こと（33.0％）

○ 誠実であること
（42.4％）

当社のカラーに
合っている、合
わせられること
（19.4％）

顧客志向である
こと（18.8％）

心身のスタミナ・
ストレス耐性が
あること（ 29.0％）

因子２

因子３

意欲・柔軟・挑
戦等

因子１

■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ③キャリアを考えるにあたっての能力(つづき)■Ａ 職業を意識した学習ニーズ ③キャリアを考えるにあたっての能力(つづき)

転職成功者の指摘する成功要因を示す。注：転職経験者783人の調査結果より。
因子１は、「意欲・柔軟・挑戦等」で、「柔軟な考え方ができること」（指摘率33.3％）、「新しいことにチャレンジしたり、学習したりできること」（29.5％）
などである。
因子２は、「変化対応・認識等」で、「コミュニケーション力があること」（44.3％）、「変化に臨機応変に適応できること」（38.6％）、「自分の立場をわ
かっていること」（33.0％）である。
因子３は「誠実・適応等」で「誠実であること」（42.4％）、「心身のスタミナ耐性があること」（29.0％）などである。

３．３．転職成功者の指摘する転職成功要因転職成功者の指摘する転職成功要因
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■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準

事務系の採用は、「志・心」「行動力」を重視。中でも「④相手の意見や質問をきちんと踏まえた上で、自分の意見をわかりやすく述べるこ
とができる」ことを最も重視している。次いで、「③新しいものに興味をもち積極的に理解し取り入れようとすることができる」ことを重視し
ている。また、それらの項目の学生に対する評価は低い。「①社会人として将来何をやりたいのか、夢や目標を持っている」ことの評価も
低い。「⑤自ら立てた目標に向けて粘り強く努力した経験を持つ」「⑨自らの経験や考え方に基づく独創的な発想をする」の評価も低い。

技術系の採用は、上位２基準は、事務系と同じである。相対的には、事務系と比較し「知力」を重視している。特に「⑦論理的思考力が
高い」ことが重要。

①
社
会
人
と
し
て
将
来
何
を
や
り
た
い
の
か

、

夢
や
目
標
を
持

っ
て
い
る

②
礼
儀
正
し
く

、
は
き
は
き
と
し
て
い
る

③
新
し
い
も
の
に
興
味
を
も
ち
積
極
的
に
理
解

し
取
り
入
れ
よ
う
と
す
る
こ
と
が
で
き
る

④
相
手
の
意
見
や
質
問
を
き
ち
ん
と
踏
ま
え
た

上
で

、
自
分
の
意
見
を
わ
か
り
や
す
く
述
べ
る

こ
と
が
で
き
る

⑤
自
ら
立
て
た
目
標
に
向
け
て
粘
り
強
く
努
力

し
た
経
験
を
持
つ

⑥
異
な
る
文
化
や
考
え
方
を
持
つ
人
と
も
一
緒

に
ひ
と
つ
の
活
動
に
取
り
組
め
る

⑦
論
理
的
思
考
力
が
高
い

⑧
一
般
常
識
や
専
門
課
程
で
学
ん
だ
知
識

、
語

学
力
が
身
に
つ
い
て
い
る

⑨
自
ら
の
経
験
や
考
え
方
に
基
づ
く
独
創
的
な

発
想
を
す
る

4.17 4.1 4.33 4.52 4.24 3.92 4.05 3.51 3.81

4.22 3.87 4.41 4.32 4.23 3.75 4.27 3.96 4.02
3.14 3.2 3.36 3.14 3.06 3.29 3.06 3.08 2.75
3.46 3.15 3.48 3.17 3.29 3.23 3.37 3.36 2.98

2

2.5

3

3.5

4

4.5

5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

5
採用選考時の期待(事務系)
採用選考時の期待(技術系)
実際の学生評価(事務系)
実際の学生評価(技術系)

1. 人間性、倫理観

2. 社会性

3. 職業観

4. 責任感

5. 仕事に対する意識の高さ

6. 国際協調の意識

志・心

1. 基礎学力

2. 論理的な思考力

3. 戦略的な思考力

4. 専門性

5. 独創性

知力

1. 実行力

2. コミュニケーション能力

3. 情報収集力

4. プレゼンテーション能力

5. シミュレーション能力

6. ネットワーク力

7. 異文化理解能力

行動力

志・心 行動力 知力

注：採用基準は「非常に重視する」５点～「全く考慮しない」１点で算出。
評価は、「そう思う」５点～「そう思わない」１点で算出

１．新人採用基準：日本経団連１．新人採用基準：日本経団連

資料:日本経団連教育問題委員会「企業の求める人材像についてのアンケート結果」2004年11月8日

日本経団連会員企業684社の採用基準と学生評価 採用の基準モデル
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■参考：大学・大学院への期待（日本経団連教育問題委員会「企業の求める人材像についてのアンケート結果」2004年11月8日）■参考：大学・大学院への期待（日本経団連教育問題委員会「企業の求める人材像についてのアンケート結果」2004年11月8日）

文系大学・大学院への期待では、「知識や情報を集めて自分の考えを導き出す訓練」が最も多く、次いで「理論に加えて、実社会と
のつながりを意識した教育を行うこと」である。

それに対し、文系大学・大学院で注力しているのは２番目に「知識や情報を集めて自分の考えを導き出す訓練」 が挙がったが、「専
門分野の知識を学生にしっかり身に付けさせること」が最も多く、企業の期待と比較し知識偏重の傾向が見られる。

理系大学・大学院への期待では、「専門分野の知識を学生にしっかり身に付けさせること」、次いで、「知識や情報を集めて自分の
考えを導き出す訓練」「専門分野に関連する他領域の基礎知識も身に付けさせること」と続く。文系と比較し、知識への期待が高い。

理系大学・大学院で特に注力している点は、同様の傾向が見られ、ギャップが少ない。

１
．
専
門
分
野
の
知
識
を
学
生
に

し

っ
か
り
身
に
付
け
さ
せ
る
こ
と

２
．
教
養
教
育

（
リ
ベ
ラ
ル
･

ア
ー

ツ

）
を
通
じ
て
学
生
の
知
識

の
世
界
を
広
げ
る
こ
と

３
．
専
門
分
野
に
関
連
す
る
他
領

域
の
基
礎
知
識
も
身
に
付
け
さ
せ

る
こ
と

４
．
知
識
や
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報
を
集
め
て
自
分

の
考
え
を
導
き
出
す
訓
練

５
．
チ
ー

ム
を
組
ん
で
特
定
の
課

題
に
取
り
組
む
経
験
を
さ
せ
る
こ

と ６
．
デ
ィ
ベ
ー

ト

、
プ
レ
ゼ
ン

テ
ー

シ

ョ
ン
の
訓
練
を
行
う
こ
と

７
．
国
際
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン

能
力

、
異
文
化
理
解
能
力
を
高
め

る
こ
と

８
．
理
論
に
加
え
て

、
実
社
会
と

の
つ
な
が
り
を
意
識
し
た
教
育
を

行
う
こ
と

９
．
実
践
重
視
の
実
務
に
役
立
つ

教
育
を
行
う
こ
と

１
０
．
専
門
知
識
を
学
ぶ
目
的
を

理
解
さ
せ
る
た
め
の
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
も
つ
こ
と

１
１
．
職
業
観
醸
成
に
つ
な
が
る

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
も
つ
こ
と

１
２
．
そ
の
他

大学・大学院への期待（文系） 30.6% 23.7% 25.9% 63.7% 28.1% 20.5% 23.5% 41.7% 11.1% 6.9% 13.2% 0.9%

大学・大学院への期待（理系） 65.4% 10.6% 44.4% 55.2% 22.9% 10.2% 17.7% 31.2% 11.0% 7.3% 6.0% 1.2%

教育面で特に注力している点（文系） 80.4% 24.7% 39.2% 58.8% 4.1% 13.4% 22.7% 29.9% 7.2% 2.1%

教育面で特に注力している点（理系） 85.5% 14.5% 59.2% 50.0% 17.1% 25.0% 19.7% 15.8% 2.6% 3.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%
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60.0%
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80.0%

90.0%

大学・大学院への期待（文系）

大学・大学院への期待（理系）

教育面で特に注力している点（文系）

教育面で特に注力している点（理系）
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■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準（つづき）■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準（つづき）

１．熱意・
意欲

２．専門
知識・研
究内容

３．協調
性

４．創造
性

５．一般
知識・教
養

６．表現
力・プレゼ
ンテー
ション能
力

７．実務
能力

８．問題
発見力

９．問題
解決力

１０．判断
力

１１．（学
業以外
の）社会
体験

１２．コン
ピュータ
活用能力

１３．論理
的思考力

１４．行動
力・実行
力

１５．国際
コミュニ
ケーショ
ン能力

１６．常に
新しい知
識・能力
を学ぼう
とする力

１７．その
他

２００３年 71.7 14.2 29.6 15.5 5.6 21.5 2.1 7.7 15.5 2.6 1.7 1.3 27.5 49.8 7.7 16.7 6.9
１９９９年 67.4 21.7 14.0 34.9 7.0 8.5 4.7 - - - 1.8 1.8 42.6 69.8 9.3 - 4.7
資料：経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査」2004年2月

新卒採用者選考の際、特に重視している能力
（大学卒）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

％

２００３年

１９９９年

２．２．新卒新卒採用基準採用基準：経済同友会：経済同友会 （大学卒、大学院卒）（大学卒、大学院卒）

１．熱意・
意欲

２．専門
知識・研
究内容

３．協調
性

４．創造
性

５．一般
知識・教
養

６．表現
力・プレゼ
ンテー
ション能
力

７．実務
能力

８．問題
発見力

９．問題
解決力

１０．判断
力

１１．（学
業以外
の）社会
体験

１２．コン
ピュータ
活用能力

１３．論理
的思考力

１４．行動
力・実行
力

１５．国際
コミュニ
ケーショ
ン能力

１６．常に
新しい知
識・能力
を学ぼう
とする力

１７．その
他

２００３年 64.0 34.6 23.7 18.5 3.3 17.1 2.4 10.4 18.5 1.9 0.5 0.9 29.4 40.3 4.7 17.1 7.1
１９９９年 53.9 62.6 11.3 35.7 5.2 10.4 1.7 - - - 0.0 0.9 45.2 47.8 3.5 - 5.2
資料：経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査」2004年2月

新卒採用者選考の際、特に重視している能力
（大学院卒）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

％

２００３年

１９９９年

最も重視するものは「熱意・意欲」。次いで、 「行動力・実行力」、「協調性」が続く。
前回1999年調査では、大学卒では「行動力・実行力」が、大学院卒では「専門知識・研究内容」が最も重視される能力であった。
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■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準（つづき）■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準（つづき）

２．新卒採用２．新卒採用基準基準：経済同友会：経済同友会 （短期大学卒、専修・各種学校卒）（短期大学卒、専修・各種学校卒）

大学卒、大学院卒と同じく、最も重視するものは「熱意・意欲」。次いで「協調性」、「行動力・実行力」が続く。
前回1999年調査では、短期大学卒、専修・各種学校卒ともに最も重視するものは変化がないが、２番目に重視するものは「行動力」であった。

１．熱意・
意欲

２．専門
知識・研
究内容

３．協調
性

４．創造
性

５．一般
知識・教
養

６．表現
力・プレゼ
ンテー
ション能
力

７．実務
能力

８．問題
発見力

９．問題
解決力

１０．判断
力

１１．（学
業以外
の）社会
体験

１２．コン
ピュータ
活用能力

１３．論理
的思考力

１４．行動
力・実行
力

１５．国際
コミュニ
ケーショ
ン能力

１６．常に
新しい知
識・能力
を学ぼう
とする力

１７．その
他

２００３年 68.6 8.3 43.0 6.6 16.5 14.0 19.0 9.1 10.7 3.3 2.5 4.1 11.6 34.7 1.7 16.5 10.7
１９９９年 70.8 11.0 32.9 18.3 24.4 6.1 31.7 - - - 2.4 9.8 20.7 41.5 6.1 - 4.9
資料：経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査」2004年2月

新卒採用者選考の際、特に重視している能力
（短期大学卒）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

％

２００３年

１９９９年

１．熱意・
意欲

２．専門
知識・研
究内容

３．協調
性

４．創造
性

５．一般
知識・教
養

６．表現
力・プレゼ
ンテー
ション能
力

７．実務
能力

８．問題
発見力

９．問題
解決力

１０．判断
力

１１．（学
業以外
の）社会
体験

１２．コン
ピュータ
活用能力

１３．論理
的思考力

１４．行動
力・実行
力

１５．国際
コミュニ
ケーショ
ン能力

１６．常に
新しい知
識・能力
を学ぼう
とする力

１７．その
他

２００３年 66.4 18.4 38.4 8.8 10.4 13.6 16.0 10.4 10.7 4.0 0.0 4.8 15.2 38.4 0.8 16.8 9.6
１９９９年 64.8 26.8 29.6 18.3 22.5 5.6 29.6 - - - 1.4 11.3 22.5 33.8 2.8 9.9 9.9
資料：経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査」2004年2月

新卒採用者選考の際、特に重視している能力
（専修・各種学校卒）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

％

２００３年

１９９９年
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■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準（つづき）■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準（つづき）

３．新卒採用基準と生徒・学生の職業指導の際の重視３．新卒採用基準と生徒・学生の職業指導の際の重視

企業が採用時に重視するものは高校卒、大学卒とも「コミュニケーション能力」、「基礎学力」、「責任感」など。
職業指導の一環として重視しているものは、高校の場合は「基礎学力」、次いで「コミュニケーション能力」、「責任感」など。
大学で重視しているのは、「コミュニケーション能力」、「職業意識・勤労観」、「自己表現力」など。

大学卒
コミュニ
ケーショ
ン能力

責任感
自己表現
力

問題発見
力

積極性・
外向性

ストレス
耐性

体力
職業意
識・勤労
観

行動力・
実行力

向上心・
探求心

情報収集
力

柔軟性・
環境適応
力

基礎学力
専門的な
知識・技
術

職業資格
（パソコン
操作）

職業資格
（会計の
基礎）

その他の
職業資格

語学力
ビジネス
マナー

アルバイ
ト経験

クラブ・
サークル
活動

ボランティ
ア等社会
活動

その他

採用の際に重視し
ている項目

14.3 9.3 6.3 3.3 8.6 2.2 2.5 3.9 8.0 5.6 1.2 3.7 10.3 5.0 3.5 0.9 1.2 1.2 6.5 0.9 1.4 0.2 0.2

職業指導の一環とし
て重視している項目

87.9 37.9 81.0 51.7 65.5 19.0 13.8 82.8 51.7 48.3 58.6 32.8 79.3 29.3 58.6 31.0 24.1 63.8 79.3 - - - 5.2

採用の際の重視項目と職業指導重視項目（大学卒）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

ウエイト

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
採用の際に重視している項目

職業指導の一環として重視している
項目

％

高校卒
コミュニ
ケーショ
ン能力

責任感
自己表現
力

問題発見
力

積極性・
外向性

ストレス
耐性

体力
職業意
識・勤労
観

行動力・
実行力

向上心・
探求心

情報収集
力

柔軟性・
環境適応
力

基礎学力
専門的な
知識・技
術

職業資格
（パソコン
操作）

職業資格
（会計の
基礎）

その他の
職業資格

語学力
ビジネス
マナー

アルバイ
ト経験

クラブ・
サークル
活動

ボランティ
ア等社会
活動

その他

採用の際に重視し
ている項目

15.4 11.0 3.1 1.3 8.8 2.0 4.3 5.1 7.6 5.2 0.5 3.8 12.9 2.6 3.8 1.2 0.9 0.2 7.8 0.4 2.1 0.1 0.1

職業指導の一環とし
て重視している項目

61.8 61.8 38.2 9.1 36.4 16.4 20.0 43.6 25.5 27.3 14.5 25.5 81.8 7.3 30.9 20.0 7.2 12.7 60.0 - - - 1.8

採用の際の重視項目と職業指導重視項目（高校卒）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

ウエイト

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
採用の際に重視している項目

職業指導の一環として重視している
項目

％

資料：厚生労働省「企業が若年者に対して求める能力要件に関する調査研究」
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■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準（つづき）■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準（つづき）

企業が採用時に重視する能力として、５割の指摘率を超えているのは重視指摘率の高いものから順に「コミュニケーション能力」「基礎
学力」「責任感」「積極性・外向性」「資格取得」「行動力・実行力」「ビジネスマナー」である。
高校卒、大学卒とも指摘率の高い順は同じであるが、高校卒では全体に比べて「基礎学力」、「責任感」が、大学卒では「積極性・外向
性」、「資格取得」、「行動力・実行力」がやや多く指摘されている。
従業員規模別での特徴は、従業員100人以上の企業では全体に比べて「資格取得」と「積極性・外向性」を重視している企業が多い。

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン

能
力

基
礎
学
力

責
任
感

積
極
性
・
外
向
性

資
格
取
得

行
動
力
・
実
行
力

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ナ
ー

向
上
心
・
探
求
心

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー

シ

ョ
ン

能
力

職
業
意
識
・
勤
労
観

柔
軟
性
・
環
境
適
応
力

専
攻
し
た
専
門
的
な
知

識 体
力

ス
ト
レ
ス
耐
性

問
題
発
見
力

ク
ラ
ブ
・
サ
ー

ク
ル
活

動 情
報
収
集
力

ア
ル
バ
イ
ト
経
験

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
社
会

活
動

そ
の
他

全体 85.7% 70.8% 64.3% 59.5% 56.3% 54.8% 51.7% 42.2% 40.2% 33.8% 32.3% 28.3% 23.6% 21.9% 19.8% 14.8% 10.0% 9.3% 3.8% 2.2%

高校卒レベル 85.8% 74.7% 66.5% 57.6% 54.6% 52.3% 52.2% 38.1% 36.4% 21.7% 31.1% 24.4% 21.3% 20.6% 18.1% 12.4% 6.8% 6.7% 3.2% 2.0%

大学卒レベル 85.5% 66.9% 62.0% 61.3% 60.3% 57.2% 51.2% 46.2% 43.9% 34.8% 33.4% 32.1% 25.9% 23.1% 21.4% 17.2% 13.2% 11.9% 4.3% 2.3%

従業員数100人未満 83.3% 68.0% 67.3% 49.8% 54.1% 53.5% 55.4% 41.1% 28.9% 34.3% 25.9% 26.1% 26.2% 13.8% 21.1% 12.9% 11.5% 6.8% 3.4% 1.0%

従業員数100人以上 86.5% 72.1% 62.1% 64.4% 72.3% 55.3% 51.7% 41.3% 39.9% 33.9% 35.4% 30.1% 27.7% 22.8% 18.9% 21.4% 9.5% 10.7% 3.9% 2.8%
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全体 高校卒レベル

大学卒レベル 従業員数100人未満

従業員数100人以上

４．若年者就職基礎能力の習得と採用可能性４．若年者就職基礎能力の習得と採用可能性

資料:厚生労働省「若年者の就職能力に関する実態調査」
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■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ④新卒採用の基準

５．５．若年者が身につけていることが必要な能力・知識等若年者が身につけていることが必要な能力・知識等

地場産業、伝統産業分野の組合に対する調査から、入社時点で身につけていることが必要な能力・知識等として、「ビジ
ネスマナー」、「基礎学力」が多く挙げられている
入社後１～３年のうちに身につけることが必要なものとしては、「ビジネスマナー」、次いで「IT機器の基本的操作能力」、
「専門的知識・能力」が多く挙げられている

ビジネス
マナー

基礎学力
ＩＴ機器の
基本的操
作能力

語学力 品質管理
労働安全
衛生

専門的知
識・能力

資格 その他

入社時点で身につ
けていることが必

66 50 34 5 - - 27 9 14

入社後１～３年の
うちに身につけるこ
とが必要

57 26 40 7 39 25 39 8 8

資料：厚生労働省「平成１５年度日本版デュアルシステムを通じた若年人材育成に係る調査」平成１６年３月

若年者が身につけていることが必要な能力・知識等
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入社時点で身につけ
ていることが必要

入社後１～３年のうち
に身につけることが
必要
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資料：（独） 雇用・能力開発機構 生涯職業能力開発センター 「職業能力の新たな方向性を 探る研究会～転職力を探る～報告書」（平成16年3月）をもとに作成

即戦力となれるか

どうしてもこの会社で働きた
いという意欲があるか

前の会社で成果・
実績を出せたか

チームや会社に
適応できるか

当社において仕事で貢献したい
という意欲がある

明確な目標がある

実務経験に裏づけ
られた知識・技能・
技術・資格がある

変化に臨機応変に
対応できる

コミュニケーション
力がある

問題解決力がある

顧客志向である

率先性がある

心身のスタミナ・スト
レス耐性がある

柔軟な考え方ができる

新しいことにチャレンジし
たり学習したりできる

誠実である

自分の立場（市場価値・
役割）をわかっている

会社のカラーに合ってい
る、合わせられる

本気で転職したいか、やる
気が維持できているか

何ができるか カラーと合うか

転職者に関するテ
クニカルスキル以外
の要素

企業の求める要因と転職者が
対応する要因のギャップ

このギャップが少ないほど転職
成功に近づくと考えられる

実務経験に裏づけられ

た知識

やりたいこと

楽しいこと

Will Do

Can Do Right Fit

適応力

交流力

できること

職業知識

会社・業界知識

キャリアデザイン力

モチベーションマネジメント

・・・・・

好奇心マネジメント

学習力

気づき力

適応力

・・・・・

棚卸し・自己分
析力

コミュニケーショ
ン力

問題解決力

ストレスマネジメ
ント

・・・・・

職業能力例

職業能力例職業能力例

■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ⑤中途採用の基準■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ⑤中途採用の基準

企業が中途採用する際の基準を調べた結果を示す。注：企業人事部11社に取材した結果。

大きくは３つの基準を持っている。①どうしても当社で働きたいという意欲があるか（Will Do）、②前の会社でどのような成果・実績を
持っているか（Can Do）、③当社やチームに適応できるか（Right Fit）である。

それぞれに対応する職業能力は、図の通りである。

１．企業の採用担当者の評価基準の３要素１．企業の採用担当者の評価基準の３要素

企業の採用の基準（転職者）
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■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ⑥企業内教育訓練■Ｂ 企業の人材等に関するニーズ ⑥企業内教育訓練

Ｏｆｆ-ＪＴで利用した教育訓練（教育訓練機関）は、「自社内の施設」、「民間教育訓練機関」、「商工会・商工会議所・業界
団体・協同組合」が多い

従業員規模別に見ると、「自社内の施設」、「民間教育訓練機関」などは規模の大きい企業ほど利用しており、「商工会・
商工会議所・業界団体・協同組合」は規模の大きい企業では小規模企業に比べて利用が少ない

１．１．OffOff－－JTJTで利用した教育訓練（教育訓練機関）で利用した教育訓練（教育訓練機関）

総数
自社内の

施設
民間教育
訓練機関

商工会・
商工会議
所・業界
団体・協
同組合

親会社・
関連会社

公共職業
訓練機関

通信教育
ｅラーニン

グ

設備・コン
ピュータ
などを有
している
企業等

専修学
校・各種
学校

大学・大
学院

その他

合計 819 46.0 43.8 39.7 25.4 16.2 15.3 10.7 7.1 2.0 1.7 7.1
３０人未満 14 28.6 35.7 71.4 14.3 14.3 0.0 7.1 14.3 0.0 7.1 0.0
３０～４９人 168 32.1 32.1 43.5 18.5 22.0 4.2 8.9 6.5 1.8 0.6 7.7
５０～９９人 253 41.5 46.6 38.7 24.9 15.8 13.0 8.3 6.7 0.4 1.2 5.9
１００～２９９人 248 46.0 44.0 41.1 29.4 15.7 16.9 10.9 6.9 4.0 2.0 8.5
３００人以上 132 73.7 54.9 31.6 29.3 10.5 32.3 18.0 8.3 1.5 3.0 6.0

Off-JTで利用した教育訓練（教育訓練機関）

0

20

40

60

80

％ 合計

３０～４９人

５０～９９人

１００～２９９人

３００人以上

資料：厚生労働省「平成16年度 能力開発基本調査報告書」
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